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となるが､本判決では ｢意識的に 『自己決定権』の用語および 『自己決定
























































































































































































































































判例における ｢患者の自己決定権｣の再考 (野畑) 165
(1) 菅野耕毅 ｢治療法の選択と患者の自己決定権｣『年報医事法学』5号 (1990年)150
頁｡
(2) 山田卓生 『私事と自己決定』(日本評論社､1995年)341頁｡








(9) 中山茂樹 ｢生体移植と 『患者の自己決定権』｣『法律時報』79巻10号 (2007年)23頁｡
(10) ｢前掲論文｣22頁｡
(ll) 同上｡
(12) 高井裕之 ｢憲法と医事法との関係についての覚書｣『佐藤幸治先生還暦記念 現代
立憲主義と司法権』(青林書院､1998年)288貢｡
(13) 佐藤幸治 『憲法 (第三版)』(青林書院､1995年)459頁｡
(14) 佐藤幸治 『前掲書』460頁は､① ｢身体の生命､身体の処分にかかわる事柄｣､② ｢家
族の形成 ･維持にかかわる事柄｣､@ ｢リプロダクションにかかわる事柄｣､④ ｢その
























(31) 岡田信弘 ｢『エホバの証人』不同意輸血損害賠償事件｣『法学教室』246号 (別冊付
録 ｢判例セレクト'00｣)(2002年)3貢｡
(32) 駒村圭吾 ｢自己決定権と輸血拒否｣『ジュリスト』1157号 (有斐閣､1999年)11頁｡
(33) 潮見佳男 ｢輸血拒否｣『別冊ジュリスト医事法判例百選』183号 (2006年)97頁｡
(34) 浅野博宣 ｢自己決定権と信仰による輸血拒否｣『別冊ジュリス ト憲法判例百選 Ⅰ
[第5版]』(2007年)57頁｡
166 白鴎大学法科大学院紀要 創刊号 (2007年11月)
(35) 松井茂記 ｢自己決定権について (二 ･完)｣ 『阪大法学』45号 (1995年)780頁｡











(47) 甲斐克則 ｢安楽死｣ 『法学セミナー』511号 (1997年)60頁｡






(54) 詳しくは､巻美矢紀 ｢前掲論文｣『法学教室』323号 (2007年)17貢以下｡
(55) 樋口範雄 ｢前掲論文｣『岩波講座 現代の法14』(1998年)67貢以下｡高井裕之 ｢前
掲論文｣288頁以下｡
(56) 高井裕之 ｢前掲論文｣301頁｡
(57) 樋口範雄 ｢前掲論文｣71頁以下｡高井裕之 ｢前掲論文｣同頁｡
(58) 参照､高橋和之 『ジュリスト』1288号 (2005年)116頁以下｡巻美矢紀 ｢前掲論文｣
『法学教室』15頁以下｡
(59) たとえば､京都府学連事件最高裁判決 (最大判昭44･12･24刑集23･12･1625)
は､｢個人の私生活上の自由の一つ｣として､｢何人も､その承諾なしに､みだりにそ
の容ぼう･姿態を撮影されない自由｣(肖像権)を憲法13条から引き出している｡ま
た､外国人指紋押なつ拒否事件最高裁判決 (最判平7･12･15刑集49･10･842)で
は､｢国民の私生活上の自由が国家権力の行使に対して保護されるべきことを規定し
ている｣憲法13条から､｢何人もみだりに指紋の押なつを強制されない自由｣が ｢個
人の私生活上の自由の一つ｣として導き出されている｡
(本学法科大学院 ･法学部教授)
